
都道府県医師会と各大学病院との連携に関する提言

全国医学部長病院長会議 大学病院の医療事故対策委員会

医療事故調査ガイドライン(別紙)に示すように、医療機関は日本医療安全調査機構に事例

を報告し、院内調査を開始することがまずは義務付けられています。そこで、都道府県医

師会と各大学病院とが連携することによって、医療機関への実効ある支援が実現されると

考えます(図 1)。そこで、連携の実際について具体例を用いながら説明します。 

1)相談窓口の設置 
法令に定められる(報告して院内調査をすべき)事故症例かどうか分からない場合など、広

範囲に｢相談が可能な窓口｣を設営する(図 2、図 3)。 

2)院内調査に関する支援体制 
解剖、Ai については、各大学病院が中心的な役割を担うので、医師会とともに協議の場

を持ち、解剖などに応じる組織体制を構築する(図 4、図 5)。 
 院内調査を具体的に支援し、そこに外部委員を派遣したり、調査の結果を文章にまとめ

たりすることについても大学病院の能力が充分に発揮されるところである(図 4)。 

以上の 1)、2)について図 2～図 5 の具体例をもって説明しました。言うまでもなく、一連

の作業を求める法令の趣旨は、医療における安全と質の確保です。既に都道府県医師会は

支援団体として行政からの認定を受けていて、日本医師会とともに財政的な裏付けも整え

られていると聞きます。しかし、実際の活動についての地域差には著しいものがあるよう

ですから、ここに示しました説明を基に、各大学病院は各地域における連携の実際を具体

的に構築され、適切に活躍できますよう宜しくお願い申し上げます。
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